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議論の対象は危機管理である  

リスク管理の概念整理の例 

 

 効果的な予防対策には、
事業および組織の内情に
関する深い知識が必要に
なる。 

 内部の視点よりも、外部の客観的視点が重要になるケースが多い。 
 自組織が被害者でもあるケースと、自組織が被害の要因になって

いるケースとで動き方が大きく異なる。 

リスク管理 

リスク予防対策 

予防統制 
リスクが発現しないように 

管理すること 

（専門知識＋ 

事業や組織に関する深い知見） 

クライシスマネジメント 
（危機管理） 

発現後対応 
重大なリスクが発現した場合の損

失をおさえるように対応すること 

（専門知識＋ 

外部ステークホルダーズの視点） 

発見統制 
リスクの影響が小さいうち

に発現を発見すること 
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その中でも「自組織が被害の要因」となっている場合が対象である  

自組織も被災 自組織が被害の要因 いずれでもない 

代表的な活動 事業継続マネジメント BCM 
(Business Continuity 

Management) 

レピュテーション 
コントロール 

CSR 
(Corporate Social Responsibility) 

例示 介護食品や離乳食で高い
シェアを有しているが、震
災で生産設備が被災して生
産量が大幅に落ち込む 

食品への異物混入により中
毒患者が発生しているおそ
れがある 

震災での被災地に、非常食、
介護食品および離乳食など
の優先出荷の必要性を検討
する 

対応の基本姿勢 
(外部の期待) 

如何にしてすばやく事業を
再開するか 

如何にして被害の危険性を
通知して拡大を防止するか 

如何にして営利を一時的に
除外して貢献してくれるか 

 効果的な予防対策には、
事業および組織の内情に
関する深い知識が必要に
なる。 

 内部の視点よりも、外部の客観的視点が重要になるケースが多い。 
 自組織が被害者でもあるケースと、自組織が被害の要因になって

いるケースとで動き方が大きく異なる。 
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準備態勢、対処、回復のそれぞれに必要な機能を準備しておく  

Deloitteが考えるクライシスマネジメントのプロセス 

 

Recovery 

回復 
Readiness 

準備態勢 
Response 

対処 

外部 
環境 

 
政変 

法改正対応 
ｶﾝﾄﾘｰﾘｽｸ対応 

等 

事故 
対応 

 
商品瑕疵 
情報漏洩 

等 

企業 
不正 

 
事故誘発 
カルテル 

等 
 

 事業継続計画 
（BCP策定等） 
 ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨ 

 
 

 財務インパクト分析 
 資金調達支援 
 金融機関説明支援 
 事業変革ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 
 
（分析） 
- 事業計画分析・確認 
- 調達・販売影響分析 
- 原価計算、移転価格影響分析等 
- 損害額算定支援 

 
（実行） 
- 事業再編業務（再編、セルサイ

ド） 
- 調達再編、販売再編計画策定 
- 新事業計画の策定 
 

 事業再編支援 
  
- 事業・エリア撤退 
- 調達・販売先の見直し 
- 事業売却、縮小構想の検討 等 

 事業計画
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

 資金繰り
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
 

 
 
 
 
 
 
 

 企業再生・事業
再編実行 

 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ変革 
ｺｽﾄ削減 等 

- 内部統制 
- ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 
 顧客・製品管理 

 不正ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 （緊急時対応） 
業務設計・構築・実行 

 
- 情報開示戦略検討・実行 

- 被害者・対象者への通知 
- メディア対応 

- 賠償金算定・支払ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 
- 被害者・対象者ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
- ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、人員確保  事実確認・調査 

 第三者委員会 
 報告書作成  
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情報開示がレピュテーションに大きく影響する  

クライシスマネジメントにおける情報開示のプロセス 

Readiness 

準備態勢 
Response 

対処 
Recovery 

回復 

必
要
な
機
能 

•リスク評価によるリスク感度の
一致 

•危機対応体制の整備および訓練 
 

•サービスの停止（回収）の判断 
•告知および速報 
•お詫びおよび釈明 

•再発防止策の策定および公表 
•サービスの再開告知 

•危機の検知（社会の論調把握） 

Crisis 
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Response Readiness 

機能の具備と準備次第でレピュテーションを向上できる場合がある  

レピュテーションコントロールに必要とされる機能 

再発防止策の 
策定・公表 

ダメージが大きくなるおそれが高いクライシス対応 

リスク評価による 
リスク感度の一致 

危機対応体制 
の整備・訓練 

Y 

N 

ダメージを低減できる可能性の高いクライシス対応 

危機の検知 Crisis サービス停止 
（回収）の判断 

サービスの 
再開告知 

レピュテーション
の維持／向上 

レピュテーション
の低下／毀損 

これらのプロセスが定義されている 

告知・速報 お詫び・釈明 

Recovery 
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クライシス対応時

の 

レピュテーション

コントロール 
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クライシス（危機）から守るべきものに信頼がある 

事業継続を脅かす要因の分解 

 

会社が潰れる 
（事業が継続 
できない） 

商品サービスを提供する 
資産を失う 

商品サービスを提供する 
市場を失う 

社員を失う 

設備を失う 

仕入先を失う 

競合との競争に敗れる 

公的規制を受ける 

信頼を失う 

危機対応の 
効果大 

○ 

○ 

○ 

○ 

△ 

△ 

全体への 
波及 

△ 

△ 

△ 

○ 

△ 

△ 

資金を失う △ △ 

信頼を失うことは事業継続を脅かす要因である 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 



11 

危機発生後の対応を三段階に分けて整理する  

危機対応の段階別整理 

1 被害拡大の防止 2 お詫び・釈明 3 回復 

作
業
の
例 

•被害発生原因の特定 
•被害発生原因の停止 

•被害者の特定 
•被害者への通知 

•開示情報の選定 
•案文の策定と推敲 

•媒体の選定 
•情報のリリース 

•第三者委員会による調査 
•再発防止策策定と公表 

•再開範囲の選定 
•サービス再開のお知らせ 

時間 

危機の検知 Crisis 
サービス停止 
（回収） 
の判断 

再発防止策の 
策定・公表 

サービスの 
再開告知 

告知・速報 お詫び・釈明 
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被害を食い止めようとしている姿勢を見せる（1/3）  

1 被害拡大防止 について 

 

時間 

1 被害拡大の防止 2 お詫び・釈明 3 回復 

作
業
の
例 

•被害発生原因の特定 
•被害発生原因の停止 

•被害者の特定 
•被害者への通知 

•開示情報の選定 
•案文の策定と推敲 

•媒体の選定 
•情報のリリース 

•第三者委員会による調査 
•再発防止策策定と公表 

•再開範囲の選定 
•サービス再開のお知らせ 
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被害を食い止めようとしている姿勢を見せる（2/3） 

1 被害拡大防止 での具体的な行動 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  被害原因の特定 

 被害発生サービス停止の判断 

 被害者の特定 

 被害範囲の推定 

 開示・非開示の情報選別 

 不正アクセスによる持ち出し 

 エントリーの停止、サイト閉鎖 

 流出情報と管理情報との突合 

 ログの検証と、最大範囲の推定 

 ポジションペーパー（PP）の作成 

情報開示  被害者への個別通知 

 インシデント発生の速報開示 

 通知不能者および想定被害者への告知 

 電話、メール等による個別連絡 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿 

 Webサイト掲載、マスメディア向けリリース 

情報開示後 

 

 反響の確認 

 問合せ対応／取材対応 

 ソーシャルメディアの論調把握 

 オペレータの増員、PPの共有 
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被害を食い止めようとしている姿勢を見せる（3/3） 

1 被害拡大防止 でのありがちな失敗例 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  被害原因の特定 

 被害発生サービス停止の判断 

 被害者の特定 

 被害範囲の推定 

 開示・非開示の情報選別 

 不正アクセスによる持ち出し 

 エントリーの停止、サイト閉鎖 

 流出情報と管理情報との突合 

 ログの検証と、最大範囲の推定 

 ポジションペーパー（PP）の作成 

情報開示  被害者への個別通知 

 インシデント発生の速報開示 

 通知不能者および想定被害者への告知 

 電話、メール等による個別連絡 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿 

 Webサイト掲載、マスメディア向けリ

リース 

情報開示後 

 

 反響の確認 

 問合せ対応／取材対応 

 ソーシャルメディアの論調把握 

 オペレータの増員、PPの共有 

被害範囲の過小想定 

お詫び・釈明との混同 社外の反応への無関心 

被害者および被害を受ける可能性
の高い方への警戒通知が遅れ、追
加被害の発生や問い合わせの殺到
が起こる 

類似事案の洗い出し不足等で、追
加リリースを何度も発行して信頼
をなくす 

お詫び会見等のマスメディア対応を念頭に置いてしまい、未確
定情報の開示を避けたいがために、被害者が欲する情報を提供
せず批判が高まる 

責任の所在と準備にこだわるあまり、開示が遅れ、批判記事が
掲載される 

内部の調査や内部の意見調整に埋没してしまい、社外のステー
クホルダーズの関心を置き去りにして、批判を浴びる 

マスメディアの取材依頼にめいめいが対応し、整合しない記事
や投稿が舞い踊る 
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被害者対応およびステークホルダーズの批判に正対する（1/3） 

2 お詫び・釈明 について 

 

時間 

1 被害拡大の防止 2 お詫び・釈明 3 回復 

作
業
の
例 

•被害発生原因の特定 
•被害発生原因の停止 

•被害者の特定 
•被害者への通知 

•開示情報の選定 
•案文の策定と推敲 

•媒体の選定 
•情報のリリース 

•第三者委員会による調査 
•再発防止策策定と公表 

•再開範囲の選定 
•サービス再開のお知らせ 
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被害者対応およびステークホルダーズの批判に正対する（2/3） 

2 お詫び・釈明 での具体的な行動 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  参照事例の収集 

 開示・非開示の情報選別 

 お詫び文の作成 

 媒体選定（会場選定）／スポーク

スパーソン選定 

 リハーサル 

 クライシスリリースDBの参照 

 ポジションペーパーの更新 

 ステートメントの作成と推敲 

 ソーシャルメディアの論調把握、レベル判

定基準に基づく議論、2次・3次リリースの

可能性検討 

 ＱＡの作成、模擬記者会見の開催 

情報開示  関係先への通知・報告 

 リリース 

 行政、関係会社、関係機関への通知 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿、マ

スメディア向けリリース、記者会見 

情報開示後  反響の確認／追加取材依頼対応  ソーシャルメディアの論調把握、ニュース

および記事の把握 
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被害者対応およびステークホルダーズの批判に正対する（3/3） 

2 お詫び・釈明 でのありがちな失敗例 

 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 

不釣り合いな場と人選 

調査報告・再発防止との混同 社外の声の無視 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  参照事例の収集 

 お詫び文の作成 

 媒体選定（会場選定）／

スポークスパーソン選定 

 リハーサル 

 クライシスリリースDBの参照 

 ステートメントの作成と推敲 

 ソーシャルメディアの論調把握、レベル判定基準に

基づく議論、2次・3次リリースの可能性検討 

 QAの作成、模擬記者会見の開催 

情報開示  関係先への通知・報告 

 リリース 

 行政、関係会社、関係機関への通知 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿、マスメ

ディア向けリリース、記者会見 

情報開示後 

 

 反響の確認／あああああ

追加取材依頼対応 

 ソーシャルメディアの論調把握、ニュースおよび記

事の把握 

意図しない媒体の偏りが生じ、正
規の取材が困難なメディアからの
憶測や批判記事が乱立してしまう 

職責、職位中心で不慣れなスポー
クスパーソンを選定し、実態より
も悪い印象を拡散してしまう 

お詫びではなく、技術的な発生原因や再発防止に軸足を置いた
ステートメントを用意してしまい、二次批判が先鋭化する 

損害賠償、責任者の引責といった社会の重大関心事に対する想
定回答を用意せず、未決定の対応を開示してしまう 

批判意見、感想、印象などの社外の声をほとんど収集せず、反
省や改善にまったく活かされない 

過剰なかん口令により、追加リリースや対話を完全に遮断して、
社外のステークホルダーズと無用に敵対してしまう 
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透明性を確保して約束を必ず果たす（1/3） 

3 回復 について 

 

時間 

1 被害拡大の防止 2 お詫び・釈明 3 回復 

作
業
の
例 

•被害発生原因の特定 
•被害発生原因の停止 

•被害者の特定 
•被害者への通知 

•開示情報の選定 
•案文の策定と推敲 

•媒体の選定 
•情報のリリース 

•第三者委員会による調査 
•再発防止策策定と公表 

•再開範囲の選定 
•サービス再開のお知らせ 
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透明性を確保して約束を必ず果たす（2/3） 

3 回復 での具体的な行動 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  客観的調査の開始 

 再発防止策の策定ああああああ 

 調査報告書の作成 

 サービス再開あ 

 再開告知の準備 

 調査委員会の設置、内部通報の受付 

 具体的コントロールの設計、モニタリング指

標の明確化、検証期間の明確化 

 調査報告書の外部レビュー 

 再開範囲の設定、再開時期の最適化 

 再開広告・キャンペーンの検討 

情報開示  調査報告／再発防止策の公表 

 再開告知 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿、マス

メディア向けリリース、記者会見 

 再開広告の掲載 

情報開示後  反響の確認 

 再発防止策の検証 

 ソーシャルメディアの論調把握 

 定期レビュー、レビュー結果の開示 
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透明性を確保して約束を必ず果たす（3/3） 

3 回復 でのありがちな失敗例 

項目 項目 具体例 

情報開示準備  客観的調査の開始 

 再発防止策の策定ああ

ああ 

 調査報告書の作成 

 サービス再開あ 

 再開告知の準備 

 調査委員会の設置、内部通報の受付 

 具体的コントロールの設計、モニタリング指標の明確

化、検証期間の明確化 

 調査報告書の外部レビュー 

 再開範囲の設定、再開時期の最適化 

 再開広告・キャンペーンの検討 

情報開示  調査報告／再発防止策

の公表 

 再開報告 

 Webサイト掲載、公式アカウント投稿、マスメディア

向けリリース、記者会見 

 再開告知（広告）の掲載 

情報開示後  反響の確認 

 再発防止策の検証 

 ソーシャルメディアの論調把握 

 定期レビュー、レビュー結果の開示 
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自己検証の不徹底 

抽象的な再発防止策 検証されない再発防止策 

委員の客観性が乏しく、原因や責
任の究明があまくなる 

類似事案の洗い出しが不足で、後
に訂正報告を余儀なくされ信頼を
なくす 

委員会増設等の形式的な施策が中心となり、再発の発生確率を
減少させる論拠に乏しい再発防止策を公表してしまう 

検証方法や検証期間を明確に定義しない再発防止策を策定し、
本気度に疑念を抱かれる 

再発防止策のレビューが実施されず、有効性の検証や改善が不
能となり、形骸化するかあるいは実施されなくなる 

再発防止策の検証結果が公表されないため、緊張感も薄れ、イ
ンシデントの歴史とその反省が風化する 
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調べて・強化して・試す 

クライシスコミュニケーション強化のアプローチ 

 ① 

こ
れ
ら
の
プ
ロ
セ
ス
を
実
行

す
る
機
能
が
あ
る
か
を
調
べ
て 

② 不足する機能があれば強化して 

③ シナリオを作って試す 

再発防止策の 
策定・公表 

リスク評価による 
リスク感度の一致 

危機対応体制 
の整備・訓練 

危機の検知 Crisis サービス停止 
（回収）の判断 

サービスの 
再開告知 

告知・速報 

お詫び・釈明 
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現代の 
クライシス対応

の難しさ 
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ソーシャルメディアが企業の危機対応の猶予を削っている 

レピュテーションの形成イメージ今昔 

 

近年までの「レピュテーション」の形成 

今の「レピュテーション」の形成 

不満が 
起こる 

スマホでtwitter 
にtweetする 

不満が 
起こる 

担当に告げる 上司に告げる 
お客様相談室に

告げる 
行政に告げる 

社会に訴える 
噂を広める 

人 

人 

人 

人 

人 
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ソーシャルメディアの拡散速度に注意が必要である 

マイクロブログ拡散速度資産 

 例（あくまでも机上の計算） 

 F：あるアカウントをフォローしている人はおしなべて平均6名とす
る 

 F/2：ある投稿に対して、フォローアー6名のうち、半分の3名は必
ず複写投稿するものとする 

 Tm：先の3名のフォローアーはすべて5分以内に複写投稿するもの
とする 

 この投稿が1時間で拡散される総投稿数は少なくとも 

  Sum{(F/2)
60/Tm

+(F/2)
60/Tm-1

・・・}= 3
12 

+3
11

 ・・・
+3

0
=797,160 tweet 

 

 L：一方で、ある投稿の寿命（タイムラインに残存して様々なアカウ
ントの目に留まり興味をもってもらえる時間）を15分とする 

 拡散した投稿のうち1時間以内に無効化（死滅する）されるtweetは 

  Sum{(F/2)
60/L-1

+(F/2)
60/L-2

・・・}= 3
3
+3

2
+3

1
+3

0
=40 

tweet
 

 

 よって、1時間後に有効となっている投稿総数は 

  797,160 – 40 = 797,120  

 

 

 

 

Web

人
人

人人

人

人

人

人

人

人

人人

人

人

人 人

人人

人

人

人

人人

人

人

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 



25 

ソーシャルメディアの論調が企業の対応を左右している 

事例 

 

デロイト トーマツ リスクサービス株式会社のWebモニタリング http://www.deloitte.com/jp/wmで所定のキーワードによりクローリングした記事の日別の検出数。 
© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 

http://www.deloitte.com/jp/wm
http://www.deloitte.com/jp/wm


クライシス対応時

の 

レピュテーション

コントロールに 

必要となる機能 

 
© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., 

Ltd.. 
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危機対応の対象となる脅威の認識を合わせる 

リスク評価の成果物 リスクマップのイメージ 

 

発生可能性スコア 

リスクマップ XXX事業部門 

システム開発・運用パートナーの 
選定 

クライアント情報の漏洩 

ポータルのダウン 

個人情報の漏洩 

長時間労働 

人材流出 

業法違反 

インサイダー取引 

経営判断情報の漏洩 

問題企業の業務受注 

調書システムダウン 

グループ会社の不祥事による 

トーマツブランドへの影響 

不適切な退職マネジメント 

売掛債権リスク 
架空受注 

クライアントによる 

報告書の悪用 

不適切なクレーム対応 

セクハラ 

虚偽の監査対象先数 

の公表 

不適切な契約書の運用（印紙税 
法・売上計上） 

基幹系システムダウン 

アウトソーサーの 
不十分な品質管理 

特商法、リサイクル法、迷惑メー 

ル防止法、景表法などの違反 

不適切な契約行為 

差別表現 

公表情報の間違い 

自社情報の漏洩 

交通事故 

公開Webサイトの不適切な管理 

オペミスによるPMSの停止 

不審者のオフィス侵入 

仕入先に対する不当要求 

0 

300 

600 

900 

300 600 900 

影 
響 
度 
ス 
コ 
ア 

製品による健康被 

害の発生 

食品衛生法、 JAS 法、特商法 

景表法等の違反 

製造ノウハウの流出 

納入先の品質管理 

不足による劣化 

原材料メーカーの倒産 

不審者の工場侵入 

虚偽の売上高公表 

事務 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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クライシス（危機）の発生を早めに検知する 

リスクサイト掲載検知機能のイメージ 

 

24時間、365日稼動が理想 

まとめ 
サイト 

匿名 
掲示板 

リスク 
サイト 

その他 

To: abc@de.com 

Sub: 【検知有り】 リスクアラート 

炎上・祭に発展する可能性がある情報が検出
されました。 
 
下記URLより、情報をご確認下さい。 
 
http://xxx.xxx.net/1383796246/ 
 
まとめサイトに作成されたスレッドです。 
他社との並列記述ですが、念のため報告致し
ます。 

オペレータ 

ブラック企業A社の内情を語り合うスレ 
 
1 名無しさん 
内部者歓迎。うつ自殺者を出した、極度の体育会体質と言われているA
の実態について意見求む 
 
2 通りすがり 
友人が新入社員研修で飲食店への飛び込み皿洗いを命じられて、店の
証明書持参しないと社に戻れない、っつうのをやったとさ。ブラック
かどうかはしらん 
 
3 ほうれん草ぎらいのポパイ 
>2 それブラックだろ。。 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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今現在の主要な論調をマイクロブログで確認する 

マイクロブログの急上昇検知機能のイメージ 

 

24時間、365日稼動が理想 

つ
ぶ
や
き
量 

感度鋭い 
件数多 

感度鈍い 
件数少 

感度普通 
件数中 

少 

多 To: abc@abc.com 

Sub: ○○が急上昇しています 

http://twtr.com/search/xxxx 
 
@taro ○○のリリース見た 
@hana ○○ねえべ！ 
@ai ○○って本当？ 
@ken ○○らしいね～ 
@nobu ○○中！ 
@megu ○○いいじゃん！ 
@taka ○○中！ 
@ryu ○○中！ 
@dai ○○中！ 
@toru ○○中！ 
@saku ○○中！ 
@teru ○○中！ 
@masa ○○中！ 
@turu ○○中！ 
@kei ○○中！ 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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多様なメディアの論調を過去に遡って確認する 

ソーシャルメディアの論調確認機能のイメージ 

 
対象
サイト

キーワード
に基づいて
収集

書き込み
日記

記事記事

データベース

つぶや
き

つぶや
き

書き込
み
記事

記事

日記

記事
書き込
み

日記

書き込
み

記事
つぶや
き 書き込

み

書込み

つぶや
き

記事

書込み

書き込
み

書込み

書込み

日記
記事

内容を
アーカイブ

記事 つぶやき

つぶや
き

日記
記事 つぶや

き
書込み

Facebook、
ニュースサイト

ブログ Twitter掲示板

書込み 日記
書込み

データベース

つぶやき
つぶやき

記事
記事

日記
書き込み

日記

書き込み 日記
書込み

記事
記事

書込み
書き込み

記事

書き込み
記事

記事
つぶやき

書込み つぶやき 記事

●●会社の

△△な□□
20xx/2/1

●●会社雑談スレ

●●会社雑談スレ 2

X割が非正規だから、まあこんなもんだよ。○○××△△・・・・・・

★★☆★

バイトはすぐ休むからな、正規はたいへんだよ。。。。

●●会社雑談スレ 2

●●会社雑談スレ 2

テストだからって言われると、休むな、とも言えないしね。。。。

●●会社雑談スレ Z

明細をポップアップ表示
Click

明細データを
CSV形式

でダウンロード

Click

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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他社事例を参照して過不足のない開示文にする 

リスクリリース参照機能のイメージ 

 

 
他社のリスクリリースの一覧 

お詫び（案） 
 
お客様各位 

（株）ABC 
 
平素は格別のお引き立てを賜り・・・ 
弊社は平成YY年MM月DD日
に・・・・ 

発生部署 

担当者 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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類似事案の洗い出しに内部通報窓口を設置する 

クライシス発生時の内部通報機能のイメージ 

 

第三者 

通報 

通報者 

回答受信 

相談・通報 

レポート 

受付 

連絡仲介 

最終 
レポート 

担当部署 

回答 

確認 

確認 

担当部署の連絡先等 担当部署の連絡先等 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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危機対応時のメディア対応力を確認する 

メディア対応力の事前チェックイメージ 

 
大項目 項目 ✔ 

対策本部定義 包含部署確認 

対策本部設置 現地調査現地報告 他計2項目 

対応方針決定 情報公開手段設定 他計4項目 

各所への連絡 社告手配 他計5項目 

メディア対応 メディア対応の心がけ 他計5項目 

緊急記者会見準備 緊急記者会見申込 他計10項目 

緊急記者会見 緊急記者会見進行 他計5項目 

収束活動 会見後の記者フォロー 他系5項目 

検証活動 危機管理体制検証 

チェックリスト 

危機管理規程 

関連する規程やルール 

システム障害 
報告、開示 
ガイドライン 

訓練資料 

突合せ 

不足部分を明確化し、整備する 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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危機管理体制の有効性を確認する 

最も起こしてはならない事案シナリオによる危機対応訓練のイメージ 

 
フ
ェ
ー

ズ 

ク
ラ
イ
シ
ス 

シ
ミ
ュ
レ
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シ
ョ
ン 

メ
デ
ィ
ア
対
応 

ト
レ
ー
ニ
ン
グ 

作
業
、
成
果
物 

の
イ
メ
ー
ジ 

Day1. 
20YY年mm月dd
日 
コールセンターに
第一報。新人オペ
レータが・・・・ 

クライシス 
シミュレー

ション実施結
果 

シナリオ作成 研修準備 

実
施
方
法
の
検
討 

日
程
調
整 

ケ
ー
ス
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
実
施 

レポート 

レ
ポ
ー
ト
の
提
出 

想
定
記
事
の
提
出 

資
料
収
集
・
閲
覧 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
準
備
・

実
施 

シ
ナ
リ
オ
案
の
作
成
・

確
定 

危
機
管
理
プ
ロ
セ

ス
の
弱
点
の
特
定 

危
機
管
理
プ
ロ
セ

ス
部
分
資
料
閲
覧 

研修実施 

模
擬
記
者
会
見
の

実
施 

ケ
ー
ス
研
修
の 

振
り
返
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メ
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特
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ク
チ
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ー 

模
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危機管理体制の有効性を確認する 

最も起こしてはならない事案シナリオによる危機対応訓練のイメージ 
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簡易チェックと

3原則 
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クライシス発生時の情報開示力を自己採点する 

情報開示力の簡易チェック 

 

危機を検知する機能はありますか 

被害拡大の防止、お詫び・釈明、回復の各々のプロセスは定義されていますか 

情報開示に対する社外の論調を把握する機能はありますか 

自他問わず、参照すべき過去事例が整理され一覧化されていますか 

適切な開示対象メディアやスポークスパーソンを選定するガイドはありますか 

過去に発生したインシデントの再発防止策の有効性を、今、検証できますか 

自組織オリジナルのシナリオでクライシストレーニングをやったことはありますか 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 
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クライシス発生時の情報開示力を高めるために 

クライシスに備える三つの原則 

 

© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Rsik Services Co., Ltd.. 

1 どんな予防施策を講じても、絶対に起きてはならない重篤な事故が「起きる」と考える 

2 「準備不足」、「訓練不足」を「臨機応変」でごまかさない 

3 内部で議論を始める前に、必ず外の声を集める 

レピュテーションコントロールや危機管理広報の目的は批判の削減や抑制ではありません。 
 
  情報開示による被害拡大の抑制であり、その結果としての信頼回復です。 
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